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鳥取市自治基本条例の見直しに係る答申書 

 

1. はじめに 

 全国各地で  減少や少  齢化など社会情勢が きく変化し、市 の 活
様式や各地域が抱える課題が多様化する中、鳥取市では、画一的な行政運営で
はなく、市 ・事業者・議会・ 政などが協働し、それぞれの特性を かした
持続可能で豊かな地域社会（まちづくり）の実現をめざして、平成 20 年に鳥取
市自治基本条例（以下、「自治基本条例」といいます。）を制定しました。 
 
 この 治基本条例は、「市 」と「市」が協働してまちづくりに取り組むこと
を基本理念とした、まちづくりの基本ルールです。自治基本条例第 30 条では、
このまちづくりの基本ルールが、変化する社会情勢等に適合しているか 4 年を
超えない期間毎に見直しの必要性を検討することとなっています。 
 
 これまで、平成 24 年度には、度重なる 規模な 然災害を教訓とし、市 の
安全安心な生活を守るため「危機管理」に関する条項が追加されました。平成
28 年度は、コミュニティやまちづくり協議会等の位置づけなどが議論されまし
たが、条例見直しの必要は無いと判断され、今回、3 回目となる見直し検討時期
を迎えました。 
 
 平成 29 年以降、鳥取市においては、「学びの成果を活かした住 主体のまち
づくり」を進めるため、地域と共に地域組織や地域拠点施設、市の支援策等の
あり方を検討しており、いくつかの地区で独自の動きがみられるようになりま
した。この取組は、国の中央教育審議会が策定した答申「人口減少時代の新し
い地域づくりに向けた社会教育の振興方策」にある「持続可能な社会づくりを
進めるために、住  らが担い として地域運営に主体的に関わっていくこと」
にも合致しており、今後も 期的な視点で取り組むことが求められます。 
 
 また、年々発生頻度を増す大規模災害や新型コロナウイルス感染症など、多
くの市 の危機管理に対する注目度が高くなり、自助・公助・共助による安全
安心の確保を最重要課題と考えていることや、鳥取市が中核市に移行し、「因
幡・但馬麒麟のまち連携中枢都市圏」の中心都市として、圏域内におけるます
ますの連携及び協力が重要となっていることなど、社会情勢の変化を踏まえた
視点も求められます。 
 

参考資料１ 



11 
 

私たち市  治推進委員会は、市 からの諮問を受け、上記の経緯を踏まえな
がら、自治基本条例の運用や見直しの必要性について各委員による活発な議論
を経て答申としてまとめました。 
 鳥取市においては、本答申を参考として、 治基本条例が市 に活 され続
けるまちづくりの基本ルールとなるよう、必要な対応を求めるものです。 
 

＜市長からの諮問事項＞ 令和２年４月３０日受理 

〇 条例各条項が社会情勢に適合しているか 

〇 条例各条項に基づく運用状況の調査 

 

2. 委員会における審議の方針・経過等  

（１）審議における方針（視点） 

 ①条例については、条例制定時の思いも大切にしながら、条例が鳥取市のま
ちづくりの基本ルールとして、その役割を十分果たせているかという視点
に立ち、審議を行いました。 

 ②市各課における条例の運用状況、まちづくり協議会との意見交換、各条項
における社会情勢の変化への適合状況、条例に基づく取り組み状況、新た
な条項の追加の必要性等について、様々な角度から審議を行いました。 

 ③前回（平成２９年３月）答申時の「自治基本条例は、本市の自治の基本理
念を定めるものであり、本市の自治の規範となる本条例はいわば憲法のよ
うな位置づけである」との認識を承継し、条例改定ありきの見直しは避け
つつ、審議を行いました。 

 

（２）審議の経過 

委員会では、市 から諮問を受ける前から事前調査を い、慎重かつ効率的
に審議を行ってきました。 

委員会においては、各委員がそれぞれの立場で、様々な角度から意見を出し
合いました。また、専門的な知識等を有する委員で構成する小委員会を設置し、
より深い議論を行いました。 
 

≪審議経過≫ 

 令和元年１１月  先進事例事前研究（新見市、朝来市視察） 

令和２年 ２月  委員会で事前審議 

３月  小委員会で事前審議 

４月  諮問の受理、小委員会で審議 

      ５月  委員会で審議 
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      ６月  小委員会で審議 

      ８月  委員会で審議 

3. 自治基本条例の検証について 

【検証の方法】 

 自治基本条例が、本市のまちづくりの基本ルールとしてその役割を十分果た
せているかという視点に立ち、条例各条項が社会情勢に適合しているか検討を
行うとともに、条例各条項に基づく運用状況の調査を行いました。 
 

【検証の結果と答申への反映の考え方】 

 各条項について委員会で検証し、上記の整理および検討過程（委員会）で出
された意見をふまえて、それぞれ以下のように整理することとしました。 
（ア）条文見直しが必要と判断するもの 
（イ）運用面で改善が必要と判断するもの 
（ウ）継続して検討すべきと判断するもの 
（エ）条文見直しの必要および特記事項はないと判断するもの 
 

≪検証のイメージ≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 諮問に対する調査（検証）の結果 

【検証の結果】 

現行の条例について、社会情勢への適合や運用状況の調査を確認した結果、
第１３条のコミュニティ関係、第２４条の危機管理関係、第２８条の国及び自
治体等との連携及び協力関係の３つの条文について、文言の修正が必要と判断
しました。その他の項目については、社会情勢への適合、運用状況ともに適当
であり、問題ないと判断しました。 

また、条文の修正までは必要ないものの、今後も検討が必要な条文について

各
条
文
の
検
証 

条文の改定 
必要あり 

条文の改定 
必要なし 

運用の改善等 

継続して検討 
すべき事項 

改定に向けた 
提案 社会情勢へ 

適合してない 

運用状況に 
課題あり 

答
申
書 

意
見
書 課題・特記事項 

なし 

（ア） 

（エ） 

（ウ） 

（イ） 
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は引き続き議論を重ねていきます。 
 各条項の検証結果は次のとおりです。 
＜表の見方＞ 

 ①社会情勢への適合    〇…適合している 
              △…今後の検討を要する 
              ×…適合していない 
 
 ②運用状況        〇…適正に運用されている 
              △…今後の検討を要する 
              ×…適正に運用されていない 
 
 ③検証結果        ア…条文見直しが必要と判断するもの 
              イ…運用面で改善が必要と判断するもの 
              ウ…継続して検討すべきと判断するもの 
              エ…条文見直しの必要および特記事項はない 

と判断するもの 
 

条項 見出し ①社会情勢 

 への適合 

②運用状況 

 の調査 

③検証結果 

 前文 〇 〇 エ 

第１章 総則                              

第１条 目的 〇 〇 エ 

第２条 定義 △ 〇 ウ 

第３条 条例の位置付け 〇 〇 エ 

第２章 自治の基本理念                         

第４条  〇 〇 エ 

第３章 自治の基本原則                         

第５条 参画及び協働の原則 〇 〇 エ 

第６条 情報共有の原則 〇 〇 エ 

第４章 自治を担う主体の責務等                     

第７条 市 の権利 〇 〇 エ 

第８条 市 の責務 〇 〇 エ 

第９条 議会の役割及び責務 〇 〇 エ 

第１０条 議員の責務 〇 〇 エ 

第１１条 市 の役割及び責務 〇 〇 エ 
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第１２条 職員の責務 〇 〇 エ 

第５章 コミュニティ                          

第１３条  △ △ ア 

第６章 市政運営                            

第１４条 市政運営の原則 〇 〇 エ 

第１５条 総合計画 〇 〇 エ 

第１６条 財政運営 〇 〇 エ 

第１７条 組織 〇 〇 エ 

第１８条 情報の公開及び提供 〇 〇 エ 

第１９条 個人情報の保護 〇 〇 エ 

第２０条 行政手続 〇 〇 エ 

第２１条 行政評価 〇 〇 エ 

第２２条 附属機関等の委員の
選任 

〇 〇 エ 

第２３条 説明責任 〇 〇 エ 

第７章 危機管理                             

第２４条  △ △ ア 

第８章 市民意思の表明及び尊重                     

第２５条 意見等への対応 〇 〇 エ 

第２６条 市 政策コメント 〇 〇 エ 

第２７条 住 投票 〇 〇 エ 

第９章 国及び自治体等との連携及び協力                 

第２８条  △ △ ア 

第１０章 市民自治推進委員会                      

第２９条  〇 〇 エ 

第１１章 条例の見直し                         

第３０条  〇 〇 エ 
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5. 条例見直しに関する提案 

 

①コミュニティ関係について                        

第１３条 市民及び市は、コミュニティが自治に重要な役割を果たすことを認

識し、コミュニティを守り育てます。 

２ 市民は、コミュニティの活動への積極的な参加に努めます。 

３ コミュニティは、市民及び市と連携し、自らの活動の活性化に向けて取組を

進めます。 

４ 市長は、コミュニティの活動に財政的な支援その他必要な支援を行うよう努

めます。 

５ 市長は、地区公民館をコミュニティの活動の拠点施設と位置づけ、その充実

及び強化に努めます。 

【改正理由】 

 第１３条第５項で地区公 館をコミュニティ活動の拠点施設と位置づけると
ありますが、鳥取市が平成２９年度から実施している地域組織のあり方検討の
中で、地区公 館以外の施設をコミュニティ活動の拠点とすることが議論され
ています。第１３条第５項では拠点施設を「地区公 館」に限らない表現に変
更した方がよいと考えます。 
 

【提案内容】 

以下にコミュニティ活動の拠点の位置付けとして地区公 館以外の施設も
含むことができるよう、第１３条第５項の条文案を提案しますので、見直しの
際には参考にしてください。 

 

５ 市長は、地区公民館等をコミュニティの活動の拠点施設と位置づけ、その

充実及び強化に努めます。 

 

【附帯意見】  

鳥取市では、本条例の制定とともに、第１３条における地域コミュニティ活
動の推進を図るため、まちづくり協議会の設立を呼び掛けてから１０年以上が
経過しています。各協議会の運営や活動に対して市は人的、財政的支援を行っ
てきていますが、まちづくり協議会は条例等で定義されていません。 

まちづくり協議会を定義するかどうかが議題に挙がりましたが、現在、各地
域において地域組織のあり方が検討されており、ＮＰＯ法人を設立し、まちづ
くり事業を推進する地域や、自治会が主体となって地域課題に取り組んでいる
地域など、地域の実情に合わせて、様々な取組がなされているところです。   
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平成 29 年度以降、 取市においては「学びの成果を活かした住 主体のまち
づくり」を進めるため、地域と共に「地域組織」や「コミュニティの拠点施設」、
「市の支援制度」のあり方を検討しているところです。 

本委員会でも、地域が主体性を発揮できるよう、実情に合った制度を選べる
よう柔軟な仕組みが必要と考えており、これらの検討経過を注視し、意見書と
してまとめていきたいと考えています。地域組織の条例上の位置づけ（第２条  
定義 検証結果：ウ）については、今後の検討課題とします。 
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②危機管理について                           

第２４条 市は、市民の生命、身体及び財産を災害その他の不測の事態（以下

「災害等」といいます。）から守るため、災害等に強い都市構造の整備並びに行

政及び市民の災害対応力の向上に努めます。 

２ 市長は、災害等に的確に対応するための体制を整備し、市民生活の安全確

保に努めます。 

３ 市民は、災害等の発生時に自らの安全確保を図るとともに地域において相

互に助け合えるよう、連携及び協力体制の整備に努めます。 

【改正理由】 

市、市 、市 それぞれの責務が記載してありますが、協働の視点も必要で
はないかと考えます。災害発生時に行政として出来ることには限界があり、市
 と連携・協働して取り組むことが重要です。地域住 と 政が 丸となって
同じ立ち位置で減災（防災）に取り組むことで、より地域の実態に応じた丁寧
な危機管理が可能となると思いますので、条文の文言改定が必要と考えます。 

市と市民が協働して取組むよう、下記のとおり文言の修正を提案します。 

【提案内容】 

 以下に地域と行政との協働の視点を踏まえて、第２４条第１項と同条第３項
の条文案を提案しますので、条文案見直しの際には参考にしてください。 
 

 第２４条 市は、市民の生命、身体及び財産を災害その他の不測の事態（以

下「災害等」といいます。）から守るため、災害等に強い都市構造の整備並び

に行政及び市民の災害対応力の向上に努めます。るとともに、その対応に当

たっては、市民及び事業者と連携を図ります。 

 ３ 市民は、災害等の発生時に自らの安全確保を図るとともに地域において

相互に助け合えるよう、連携及び協力体制の整備に努めます。 

 

【附帯意見】 

 危機管理について、市、市 、市 の役割が記載されていますが、災害等か
ら市 の 命、 体及び財産を守るため、地域の実情を踏まえた、 分な備え
が必要ですが、現状ではまだ不十分だと思われます。災害時に、それぞれが役
割を発揮できるよう、危機管理体制の強化が望まれます。 
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③ 広域連携（国及び自治体等との連携及び協力）について           

第２８条 市は、国及び県と対等であり、かつ、協力関係であることを踏まえ、

相互に連携を図るとともに、市民全体の利益のために自治の確立に努めます。 

２ 市は、積極的に他の市町村及び関係機関と連携を図り、共通する課題の解

決及び広域的な課題に努めます。 

【改正理由】 

鳥取市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町、及び兵庫県新温泉町では、平成
２３年度から国の定住自立圏構想を推奨し、医療・福祉、産業、農業、環境、
地域公共交通などの分野で広域的な連携を進めてきました。 

また、この連携をより発展させるため、鳥取市が中核市へ移行する平成３０
年４月から「因幡・但馬麒麟のまち連携中枢都市圏」を形成し、令和２年３月
に本圏域に加わった香美町を含めた１市６町の連携により、圏域における地方
創生の一層の拡充・発展を図り、圏域全体の活性化・持続的発展を目指して取
り組みを進めてきています。  

こういった鳥取市をとりまく状況の変化も踏まえた表現に見直すことが必
要と考えます。 

 

【提案内容】 

以下に広域的な連携や協力の視点を踏まえて、第２８条第２項の条文案を提
案しますので、見直しの際には参考にしてください。 
 

２ 市は、積極的に広域的な視点に立ち、他の市町村及び関係機関と連携を

図り、共通する課題の解決に努めます。について、積極的に連携及び協力を

図り、その解決に努めるものとする。 

 

【附帯意見】 

  条文の中で市、国及び県が対等という表現がなされていますが、今般の新型
コロナウイルス感染症への対応を見るに、実態に即していないのではないかと
思います。 

  特に災害時など重要な局面において、地域の実情が国の政策に反映できる
よう努めていただきたいと考えます。 
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6. まとめ 

今回の答申は、市 からの諮問にありました①条例各条項が社会情勢に適合
しているか、②条例各条項に基づく運用状況の調査について確認し、自治基本
条例の見直しに関する項目に絞ってとりまとめました。 

委員会における審議の過程で、条例改正の必要性は認められないものの、市
  治をより推進していくうえで、以下のような考慮すべき意見については、
本答申とは別に、委員会意見書として提出したいと考えています。 
 

 ＜意見＞ 

 ・全市一律の施策ではなく、地域の実情に合った制度を地域が選べるような、 
柔軟な仕組みが必要と考える。 

 ・地域に対する補助金や委託金を、これまでの「タテ割り」な交付から、一
括交付に変更することで、横断的な連携・協力体制を築き、地域活動を後
押しすることが重要と考える。 

 ・「コミュニティ」という表現があいまいではないかと思うため、「地域運営
組織」などとした方がよいと考える。 

 

また、このたびの審議期間中に新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、
私たちの生活は大きく変化しました。今後、私たちは新しい生活様式を踏まえ
た形でまちづくりに取り組んでいく必要があります。このことについて、現時
点では答申に盛り込むことはできませんでしたが、市には今後の動向を注視し、
４年を待たず、必要に応じて自治基本条例の見直し等の検討をすることを求め
ます。市  治推進委員会としても、条例に基づいた市の施策が適切な運用と
なっているか適宜調査し、関わっていきたいと思います。 

地域と行政の協働の取組により、今後、より厳しさを増していくことが予想
される世の中や地域の変化にしなやかに対応できる 治の を進化・成 させ
ていく必要があると考えます。 

今回の答申内容を自治基本条例見直し等の検討資料として生かし、自治を担
う主体である「市 」と「市」が互いの特性を かした協働のまちづくりの推
進に向けて不断の努力を求めることを期待します。 
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【鳥取市回答】
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まちづくり協議会の活動状況について（令和 3年 1月末時点） 

地区名 

1.まちづくり協議会の設置状況等

（鳥取地域） 
地域 地区名 

２.まちづくり協議会の設置状況等

（新市域） 

協議会設立 

年月日 

計画作成 

年月 

計画最終

更新年月 

協議会設立 

年月日 

計画作成 

年月 

計画最終

更新年月 

久松 H21.6.19 H23.3  

国府 

大茅 H21.4.18 H30.3  

遷喬 H21.9.29 H22.3 R 2.4 成器 H20.11.28 H22.3  

城北 H21.1.23 H22.3  谷 H21.3.14 H22.3  

浜坂 H21.2.27 H22.5  宮下 H20.12.18 H22.3  

中ノ郷 H21.1.22 H21.7  あおば H21.1.25 H22.5  

醇風 H21.3.27 H22.8  福部 福部 H20.11.26 H22.4  

修立 H22.3.6 H23.3 H30.4 

河原 

河原 H21.11.16 H22.8 H29.4 

日進 H21.5.21 H22.3 H30.4 国英 H21.9.29 H22.3 H29.4 

富桑 H21.3.17 H21.12  八上 H22.3.14 H22.11  

明徳 H21.8.24 H22.12 H28.4 散岐 H21.3.25 H22.9  

美保 H21.3.25 H21.11  西郷 H21.12.6 H22.11 H27.4 

美保南 H20.12.13 H22.5  

用瀬 

用瀬 H21.3.24 H22.5 H30.4 

稲葉山 H21.11.17 H23.6  大村 H21.3.7 H22.3 R 1.3 

岩倉 H20.12.12 H22.5  社 H22.3.20 H23.3  

倉田 H21.1.19 H26.6  佐治 佐治 H21.2.8 H22.4 H31.4 

面影 H21.2.1 H22.6  

気高 

瑞穂 H20.12.20 H22.4  

津ノ井 H21.2.20 H23.4 H29.2 宝木 H20.11.19 H22.2  

若葉台 H20.4.27 H22.7 H29.4 逢坂 H21.2.5 H22.2 H26.4 

米里 H21.2.22 H21.12 H31.3 浜村 H21.5.14 H23.3 H28.7 

神戸 H21.3.24 H22.3  酒津 H22.4.24 H23.3  

大和 H20.11.29 H22.12 H29.8 

鹿野 

鹿野 H21.3.1 H22.3  

美穂 H21.6.27 H23.3  勝谷 H21.2.7 H21.8 H25.8 

東郷 H21.3.15 H22.3  小鷲河 H21.3.26 H22.4  

大正 H21.5.9 H22.5  

青谷 

日置 H20.11.25 H22.12  

豊実 H20.12.20 H23.3  日置谷 H20.12.7 H22.4  

明治 H21.1.24 H22.3 H31.4 勝部 H21.1.20 H21.5 H30.4 

松保 H21.5.14 H21.12  中郷 H20.10.18 H21.11  

湖南 H21.5.8 H22.2  青谷 H20.12.25 H22.10  

末恒 H20.8.30 H24.1  計 28 28 10 

湖山 H21.10.28 H23.12  合計 61 61 20 

湖山西 H20.11.9 H21.10 H27.4 
    

賀露 H21.9.13 H26.3  
 

   

千代水 H20.11.28 H23.2     
 

計 33 33 10 
    

※計画最終更新年月は、まちづくり協議会要覧（令和２年度版）から転記 

参考資料３ 



令和２年地区一覧（世帯数、人口、町内会など） 上位10 下位10
令和2年（人口と世帯：9月30日現在、町内会：5月1日現在）

人数 率 人数 率 人数 率 数 世帯数 加入率

久松 4977 671 13.5% 2735 55.0% 1571 31.6% 2335 20 1680 71.9% 久松
醇風 5995 667 11.1% 3221 53.7% 2107 35.1% 2817 41 1936 68.7% 醇風
遷喬 2243 256 11.4% 1184 52.8% 803 35.8% 1053 26 718 68.2% 遷喬
修立 3871 576 14.9% 2128 55.0% 1167 30.1% 1821 11 1191 65.4% 修立
日進 5322 610 11.5% 3232 60.7% 1480 27.8% 2812 16 1409 50.1% 日進
明徳 3505 365 10.4% 2041 58.2% 1099 31.4% 1819 10 799 43.9% 明徳
富桑 3421 464 13.6% 1970 57.6% 987 28.9% 1644 21 881 53.6% 富桑
城北 7115 1228 17.3% 4336 60.9% 1551 21.8% 3037 21 2082 68.6% 城北
中ノ郷 3741 510 13.6% 2341 62.6% 890 23.8% 1421 8 1144 80.5% 中ノ郷
稲葉山 4661 489 10.5% 2565 55.0% 1607 34.5% 2117 20 1472 69.5% 稲葉山
岩倉 6473 947 14.6% 3548 54.8% 1978 30.6% 2758 18 1785 64.7% 岩倉
美保 10915 1589 14.6% 6804 62.3% 2522 23.1% 4965 26 2970 59.8% 美保
美保南 7759 1350 17.4% 4702 60.6% 1707 22.0% 3204 19 1983 61.9% 美保南
面影 7029 1014 14.4% 4181 59.5% 1834 26.1% 3033 15 2206 72.7% 面影
倉田 2079 244 11.7% 1094 52.6% 741 35.6% 870 10 613 70.5% 倉田
神戸 686 42 6.1% 333 48.5% 311 45.3% 280 7 227 81.1% 神戸
大和 919 97 10.6% 440 47.9% 382 41.6% 367 7 242 65.9% 大和
美穂 1774 189 10.7% 981 55.3% 604 34.0% 796 12 555 69.7% 美穂
大正 5455 766 14.0% 3219 59.0% 1470 26.9% 2450 17 1242 50.7% 大正
東郷 657 44 6.7% 327 49.8% 286 43.5% 278 9 213 76.6% 東郷
豊実 1003 81 8.1% 456 45.5% 466 46.5% 466 7 263 56.4% 豊実
明治 1088 79 7.3% 561 51.6% 448 41.2% 447 13 334 74.7% 明治
松保 3924 514 13.1% 2330 59.4% 1080 27.5% 1639 16 1060 64.7% 松保
湖南 1951 181 9.3% 930 47.7% 840 43.1% 827 22 592 71.6% 湖南
末恒 5546 612 11.0% 3188 57.5% 1746 31.5% 2484 16 1694 68.2% 末恒
賀露 5090 754 14.8% 2922 57.4% 1414 27.8% 2136 10 1499 70.2% 賀露
湖山 7105 1068 15.0% 4465 62.8% 1572 22.1% 3143 22 1500 47.7% 湖山
湖山西 5977 727 12.2% 3907 65.4% 1343 22.5% 3053 27 1320 43.2% 湖山西
千代水 4936 710 14.4% 3249 65.8% 977 19.8% 2299 6 478 20.8% 千代水
浜坂 8286 1529 18.5% 4960 59.9% 1797 21.7% 3395 16 2127 62.7% 浜坂
米里 3613 408 11.3% 2100 58.1% 1105 30.6% 1517 11 943 62.2% 米里
津ノ井 3916 512 13.1% 2329 59.5% 1075 27.5% 1653 19 952 57.6% 津ノ井
若葉台 4414 502 11.4% 2978 67.5% 934 21.2% 1638 9 1368 83.5% 若葉台
宮下 3593 544 15.1% 2182 60.7% 867 24.1% 1444 17 698 48.3% 宮下
あおば 2520 411 16.3% 1508 59.8% 601 23.8% 1053 4 605 57.5% あおば
谷 1473 139 9.4% 734 49.8% 600 40.7% 569 11 478 84.0% 谷
成器 520 31 6.0% 242 46.5% 247 47.5% 214 10 188 87.9% 成器
大茅 176 5 2.8% 72 40.9% 99 56.3% 94 6 93 98.9% 大茅

福部 福部 2858 326 11.4% 1565 54.8% 967 33.8% 1047 21 823 78.6% 福部
河原 2428 302 12.4% 1377 56.7% 749 30.8% 895 10 680 76.0% 河原
国英 1082 101 9.3% 513 47.4% 468 43.3% 411 11 300 73.0% 国英
西郷 1108 66 6.0% 521 47.0% 521 47.0% 438 12 382 87.2% 西郷
散岐 1403 144 10.3% 715 51.0% 544 38.8% 513 8 435 84.8% 散岐
八上 586 62 10.6% 290 49.5% 234 39.9% 230 3 183 79.6% 八上
用瀬 1094 105 9.6% 526 48.1% 463 42.3% 444 6 418 94.1% 用瀬
大村 1113 133 11.9% 588 52.8% 392 35.2% 403 8 300 74.4% 大村
社 1175 106 9.0% 569 48.4% 500 42.6% 476 16 373 78.4% 社

佐治 佐治 1763 87 4.9% 778 44.1% 898 50.9% 756 27 676 89.4% 佐治
宝木 1504 127 8.4% 771 51.3% 606 40.3% 597 8 508 85.1% 宝木
浜村 4433 568 12.8% 2509 56.6% 1356 30.6% 1790 15 1247 69.7% 浜村
酒津 414 29 7.0% 210 50.7% 175 42.3% 166 1 154 92.8% 酒津
逢坂 951 87 9.1% 489 51.4% 375 39.4% 342 10 272 79.5% 逢坂
瑞穂 1149 109 9.5% 627 54.6% 413 35.9% 436 8 346 79.4% 瑞穂
鹿野 1498 145 9.7% 775 51.7% 578 38.6% 576 21 480 83.3% 鹿野
勝谷 1640 207 12.6% 882 53.8% 551 33.6% 686 18 445 64.9% 勝谷
小鷲河 423 15 3.5% 188 44.4% 220 52.0% 184 7 161 87.5% 小鷲河
日置 903 50 5.5% 398 44.1% 455 50.4% 379 4 333 87.9% 日置
日置谷 855 81 9.5% 414 48.4% 360 42.1% 383 8 256 66.8% 日置谷
中郷 1078 95 8.8% 586 54.4% 397 36.8% 434 12 368 84.8% 中郷
勝部 529 23 4.3% 231 43.7% 275 52.0% 221 6 193 87.3% 勝部
青谷 2304 194 8.4% 1150 49.9% 960 41.7% 969 13 830 85.7% 青谷

186019 24087 12.9% 107167 57.6% 54765 29.4% 80724 829 51703 64.0%

地区名

青谷

国府

河原

用瀬

気高

鹿野

鳥取

15～64歳 65歳以上
世帯

町内会
地域名 地区名 総数

14歳以下

参考資料４
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地区別人口、世帯数、町内会加入率、世代別人口比の比較

１　人口

地区名

1 美保 10915 -5.2% 22 59.8% 50 -6.8% 47 4.9% 41 14.6% 10 62.3% 6 23.1% 54
2 浜坂 8286 11.8% 3 62.7% 47 -6.0% 44 2.5% 56 18.5% 1 59.9% 11 21.7% 59
3 美保南 7759 2.0% 7 61.9% 49 -3.6% 31 4.2% 46 17.4% 2 60.6% 10 22.0% 57
4 城北 7115 -10.4% 34 68.6% 38 3.3% 8 2.3% 57 17.3% 3 60.9% 7 21.8% 58
5 湖山 7105 5.2% 5 47.7% 58 -5.4% 40 3.3% 52 15.0% 6 62.8% 4 22.1% 56
6 面影 7029 -2.4% 15 72.7% 29 -1.6% 19 5.7% 34 14.4% 11 59.5% 13 26.1% 50
7 岩倉 6473 0.0% 10 64.7% 45 -10.3% 58 5.4% 36 14.6% 9 54.8% 28 30.6% 42
8 醇風 5995 -7.0% 27 68.7% 37 -2.8% 25 3.8% 50 11.1% 30 53.7% 33 35.1% 31
9 湖山西 5977 -2.8% 17 43.2% 60 0.6% 11 5.8% 32 12.2% 22 65.4% 3 22.5% 55

10 末恒 5546 -8.8% 33 68.2% 39 -0.5% 14 9.4% 11 11.0% 31 57.5% 20 31.5% 37

52 日置 903 -19.4% 58 87.9% 5 -3.1% 27 11.6% 3 5.5% 57 44.1% 59 50.4% 5
53 日置谷 855 -14.9% 42 66.8% 41 7.5% 1 5.1% 39 9.5% 41 48.4% 49 42.1% 16
54 神戸 686 -18.0% 54 81.1% 17 -2.4% 21 8.4% 19 6.1% 54 48.5% 47 45.3% 9
55 東郷 657 -15.9% 46 76.6% 24 -2.5% 22 9.1% 14 6.7% 53 49.8% 45 43.5% 10
56 八上 586 -7.0% 28 79.6% 19 -11.6% 60 7.1% 27 10.6% 33 49.5% 46 39.9% 22
57 勝部 529 -18.9% 55 87.3% 8 -10.1% 56 13.0% 1 4.3% 59 43.7% 60 52.0% 3
58 成器 520 -16.3% 48 87.9% 6 -0.9% 16 8.0% 24 6.0% 55 46.5% 55 47.5% 6
59 小鷲河 423 -23.9% 60 87.5% 7 -5.8% 42 12.4% 2 3.5% 60 44.4% 57 52.0% 2
60 酒津 414 -19.0% 56 92.8% 3 -4.3% 36 10.4% 6 7.0% 52 50.7% 42 42.3% 15
61 大茅 176 -24.8% 61 98.9% 1 6.9% 3 5.8% 31 2.8% 61 40.9% 61 56.3% 1

２　人口変動率（H25→R2）

地区名

1 千代水 4936 15 22.3% 20.8% 61 -10.2% 57 5.0% 40 14.4% 12 65.8% 2 19.8% 61
2 大正 5455 11 20.3% 50.7% 55 -18.2% 61 2.8% 54 14.0% 13 59.0% 16 26.9% 49
3 浜坂 8286 2 11.8% 62.7% 47 -6.0% 44 2.5% 56 18.5% 1 59.9% 11 21.7% 59
4 あおば 2520 28 5.4% 57.5% 52 -0.2% 13 4.6% 44 16.3% 4 59.8% 12 23.8% 52
5 湖山 7105 5 5.2% 47.7% 58 -5.4% 40 3.3% 52 15.0% 6 62.8% 4 22.1% 56
6 富桑 3421 26 3.9% 53.6% 54 -5.3% 39 1.6% 60 13.6% 15 57.6% 19 28.9% 44
7 美保南 7759 3 2.0% 61.9% 49 -3.6% 31 4.2% 46 17.4% 2 60.6% 10 22.0% 57
8 松保 3924 19 1.8% 64.7% 46 -9.2% 54 4.0% 47 13.1% 17 59.4% 15 27.5% 47
9 賀露 5090 13 0.2% 70.2% 33 -3.8% 32 2.6% 55 14.8% 8 57.4% 21 27.8% 46

10 岩倉 6473 7 0.0% 64.7% 45 -10.3% 58 5.4% 36 14.6% 9 54.8% 28 30.6% 42

52 西郷 1108 44 -17.7% 87.2% 9 -3.2% 29 9.3% 12 6.0% 56 47.0% 54 47.0% 7
53 用瀬 1094 45 -18.0% 94.1% 2 6.7% 4 8.4% 21 9.6% 39 48.1% 50 42.3% 14
53 神戸 686 54 -18.0% 81.1% 17 -2.4% 21 8.4% 19 6.1% 54 48.5% 47 45.3% 9
55 勝部 529 57 -18.9% 87.3% 8 -10.1% 56 13.0% 1 4.3% 59 43.7% 60 52.0% 3
56 酒津 414 60 -19.0% 92.8% 3 -4.3% 36 10.4% 6 7.0% 52 50.7% 42 42.3% 15
57 谷 1473 39 -19.1% 84.0% 14 7.3% 2 10.2% 7 9.4% 42 49.8% 44 40.7% 20
58 日置 903 52 -19.4% 87.9% 5 -3.1% 27 11.6% 3 5.5% 57 44.1% 59 50.4% 5
59 佐治 1763 35 -21.9% 89.4% 4 -7.0% 48 10.5% 5 4.9% 58 44.1% 58 50.9% 4
60 小鷲河 423 59 -23.9% 87.5% 7 -5.8% 42 12.4% 2 3.5% 60 44.4% 57 52.0% 2
61 大茅 176 61 -24.8% 98.9% 1 6.9% 3 5.8% 31 2.8% 61 40.9% 61 56.3% 1

３　町内会加入率

地区名

1 大茅 176 61 -24.8% 61 98.9% 6.9% 3 5.8% 31 2.8% 61 40.9% 61 56.3% 1
2 用瀬 1094 45 -18.0% 53 94.1% 6.7% 4 8.4% 21 9.6% 39 48.1% 50 42.3% 14
3 酒津 414 60 -19.0% 56 92.8% -4.3% 36 10.4% 6 7.0% 52 50.7% 42 42.3% 15
4 佐治 1763 35 -21.9% 59 89.4% -7.0% 48 10.5% 5 4.9% 58 44.1% 58 50.9% 4
5 日置 903 52 -19.4% 58 87.9% -3.1% 27 11.6% 3 5.5% 57 44.1% 59 50.4% 5
5 成器 520 58 -16.3% 48 87.9% -0.9% 16 8.0% 24 6.0% 55 46.5% 55 47.5% 6
7 小鷲河 423 59 -23.9% 60 87.5% -5.8% 42 12.4% 2 3.5% 60 44.4% 57 52.0% 2
8 勝部 529 57 -18.9% 55 87.3% -10.1% 56 13.0% 1 4.3% 59 43.7% 60 52.0% 3
9 西郷 1108 44 -17.7% 52 87.2% -3.2% 29 9.3% 12 6.0% 56 47.0% 54 47.0% 7

10 青谷 2304 30 -14.7% 41 85.7% -7.6% 49 5.3% 38 8.4% 49 49.9% 43 41.7% 17

52 あおば 2520 28 5.4% 4 57.5% -0.2% 13 4.6% 44 16.3% 4 59.8% 12 23.8% 52
53 豊実 1003 49 -11.9% 37 56.4% 4.1% 6 4.6% 42 8.1% 50 45.5% 56 46.5% 8
54 富桑 3421 26 3.9% 6 53.6% -5.3% 39 1.6% 60 13.6% 15 57.6% 19 28.9% 44
55 大正 5455 11 20.3% 2 50.7% -18.2% 61 2.8% 54 14.0% 13 59.0% 16 26.9% 49
56 日進 5322 12 -3.6% 19 50.1% -6.5% 45 3.8% 49 11.5% 25 60.7% 9 27.8% 45
57 宮下 3593 24 -0.2% 11 48.3% -4.0% 33 4.4% 45 15.1% 5 60.7% 8 24.1% 51
58 湖山 7105 5 5.2% 5 47.7% -5.4% 40 3.3% 52 15.0% 6 62.8% 4 22.1% 56
59 明徳 3505 25 -2.4% 16 43.9% -3.2% 28 4.0% 48 10.4% 36 58.2% 17 31.4% 38
60 湖山西 5977 9 -2.8% 17 43.2% 0.6% 11 5.8% 32 12.2% 22 65.4% 3 22.5% 55
61 千代水 4936 15 22.3% 1 20.8% -10.2% 57 5.0% 40 14.4% 12 65.8% 2 19.8% 61

15～64歳
人口比率

65歳以上
人口比率

R2人口総数 人口変動率
R2町内会
加入率

町内会加入率
推移

高齢化率
推移

14歳以下
人口比率

15～64歳
人口比率

65歳以上
人口比率

R2人口総数 人口変動率
R2町内会
加入率

町内会加入率
推移

高齢化率
推移

14歳以下
人口比率

15～64歳
人口比率

65歳以上
人口比率

14歳以下
人口比率

R2人口総数 人口変動率
R2町内会
加入率

町内会加入率
推移

高齢化率
推移
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４　町内会加入率推移（H25→R2）

地区名

1 日置谷 855 53 -14.9% 42 66.8% 41 7.5% 5.1% 39 9.5% 41 48.4% 49 42.1% 16
2 谷 1473 39 -19.1% 57 84.0% 14 7.3% 10.2% 7 9.4% 42 49.8% 44 40.7% 20
3 大茅 176 61 -24.8% 61 98.9% 1 6.9% 5.8% 31 2.8% 61 40.9% 61 56.3% 1
4 用瀬 1094 45 -18.0% 53 94.1% 2 6.7% 8.4% 21 9.6% 39 48.1% 50 42.3% 14
5 大和 919 51 -15.2% 43 65.9% 42 5.0% 6.2% 30 10.6% 34 47.9% 51 41.6% 18
6 豊実 1003 49 -11.9% 37 56.4% 53 4.1% 4.6% 42 8.1% 50 45.5% 56 46.5% 8
7 宝木 1504 37 -15.9% 47 85.1% 11 3.4% 8.6% 17 8.4% 48 51.3% 40 40.3% 21
8 城北 7115 4 -10.4% 34 68.6% 38 3.3% 2.3% 57 17.3% 3 60.9% 7 21.8% 58
9 若葉台 4414 18 -11.8% 36 83.5% 15 1.3% 5.4% 37 11.4% 28 67.5% 1 21.2% 60

10 国英 1082 47 -15.7% 45 73.0% 28 0.8% 7.1% 26 9.3% 43 47.4% 53 43.3% 11

52 瑞穂 1149 42 -5.0% 21 79.4% 21 -8.7% 9.8% 8 9.5% 40 54.6% 30 35.9% 27
53 大村 1113 43 -2.4% 14 74.4% 27 -8.9% 6.3% 29 11.9% 23 52.8% 34 35.2% 30
54 松保 3924 19 1.8% 8 64.7% 46 -9.2% 4.0% 47 13.1% 17 59.4% 15 27.5% 47
55 社 1175 41 -7.8% 30 78.4% 23 -9.4% 8.2% 22 9.0% 46 48.4% 48 42.6% 13
56 勝部 529 57 -18.9% 55 87.3% 8 -10.1% 13.0% 1 4.3% 59 43.7% 60 52.0% 3
57 千代水 4936 15 22.3% 1 20.8% 61 -10.2% 5.0% 40 14.4% 12 65.8% 2 19.8% 61
58 岩倉 6473 7 0.0% 10 64.7% 45 -10.3% 5.4% 36 14.6% 9 54.8% 28 30.6% 42
59 河原 2428 29 -5.7% 24 76.0% 25 -11.3% 4.6% 43 12.4% 21 56.7% 22 30.8% 39
60 八上 586 56 -7.0% 28 79.6% 19 -11.6% 7.1% 27 10.6% 33 49.5% 46 39.9% 22
61 大正 5455 11 20.3% 2 50.7% 55 -18.2% 2.8% 54 14.0% 13 59.0% 16 26.9% 49

５　高齢化率推移（H25→R2）

地区名

1 勝部 529 57 -18.9% 55 87.3% 8 -10.1% 56 13.0% 4.3% 59 43.7% 60 52.0% 3
2 小鷲河 423 59 -23.9% 60 87.5% 7 -5.8% 42 12.4% 3.5% 60 44.4% 57 52.0% 2
3 日置 903 52 -19.4% 58 87.9% 5 -3.1% 27 11.6% 5.5% 57 44.1% 59 50.4% 5
4 明治 1088 46 -16.7% 50 74.7% 26 -3.3% 30 10.5% 7.3% 51 51.6% 38 41.2% 19
4 佐治 1763 35 -21.9% 59 89.4% 4 -7.0% 48 10.5% 4.9% 58 44.1% 58 50.9% 4
6 酒津 414 60 -19.0% 56 92.8% 3 -4.3% 36 10.4% 7.0% 52 50.7% 42 42.3% 15
7 谷 1473 39 -19.1% 57 84.0% 14 7.3% 2 10.2% 9.4% 42 49.8% 44 40.7% 20
8 瑞穂 1149 42 -5.0% 21 79.4% 21 -8.7% 52 9.8% 9.5% 40 54.6% 30 35.9% 27
9 湖南 1951 33 -10.5% 35 71.6% 31 -1.6% 20 9.5% 9.3% 44 47.7% 52 43.1% 12
9 中郷 1078 48 -16.9% 51 84.8% 13 -5.8% 43 9.5% 8.8% 47 54.4% 31 36.8% 26

52 湖山 7105 5 5.2% 5 47.7% 58 -5.4% 40 3.3% 15.0% 6 62.8% 4 22.1% 56
53 勝谷 1640 36 -5.5% 23 64.9% 44 -2.6% 24 3.1% 12.6% 20 53.8% 32 33.6% 35
54 大正 5455 11 20.3% 2 50.7% 55 -18.2% 61 2.8% 14.0% 13 59.0% 16 26.9% 49
55 賀露 5090 13 0.2% 9 70.2% 33 -3.8% 32 2.6% 14.8% 8 57.4% 21 27.8% 46
56 浜坂 8286 2 11.8% 3 62.7% 47 -6.0% 44 2.5% 18.5% 1 59.9% 11 21.7% 59
57 城北 7115 4 -10.4% 34 68.6% 38 3.3% 8 2.3% 17.3% 3 60.9% 7 21.8% 58
58 久松 4977 14 -3.5% 18 71.9% 30 -8.6% 51 2.1% 13.5% 16 55.0% 27 31.6% 36
59 遷喬 2243 31 -6.7% 26 68.2% 40 -6.5% 46 1.9% 11.4% 26 52.8% 35 35.8% 28
60 富桑 3421 26 3.9% 6 53.6% 54 -5.3% 39 1.6% 13.6% 15 57.6% 19 28.9% 44
61 修立 3871 21 -5.0% 20 65.4% 43 -1.3% 18 1.4% 14.9% 7 55.0% 26 30.1% 43

上位10

下位10

高齢化率
推移

14歳以下
人口比率

15～64歳
人口比率

65歳以上
人口比率

R2人口総数 人口変動率
R2町内会
加入率

町内会加入率
推移

高齢化率
推移

14歳以下
人口比率

15～64歳
人口比率

65歳以上
人口比率

R2人口総数 人口変動率
R2町内会
加入率

町内会加入率
推移

※人口変動率、町内会加入率推移、高齢化率推移は令和2年と平成25年（人口と世帯：9月30日現在、町内会：4月1日現在）との比較
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地域に依頼している組織や役員について 

 

１ 目的                                      

令和元年６月３日の協働のまちづくり推進本部において、鳥取市市民自治推進委員会の意

見書を受け、行政から地域に依頼している組織や役員について、地域で負担に感じているも

のもあるため、全庁に現状の確認を行い、必要に応じて改善を行うことを確認しました。 

行政から依頼された組織や役員は地域の判断で簡単になくすわけにもいかず、地域の負担

が増すばかりとなってしまいます。まずは行政から地域に依頼している組織や役員の実態を

把握し、地域の負担が軽減される方法を検討していきます。 

 

２ 地域に依頼している組織や役員の調査・結果                          

市から地域に依頼している組織や役員の実態を把握するため、令和元年度に全庁的な調査

を実施しました。調査の結果、２０以上の役を市※から地域に依頼していることが分かりま

した。 
 
【依頼状況】 

項目 件数 組織・役員（例） 

防災 ２件 「自主防災会」「防災指導員」 

人権 ４件 「人権啓発推進協議会役員」「人権啓発推進員」など 

福祉  ７件 「民生委員・児童委員」「健康づくり推進員」など 

環境 １件 「廃棄物不法投棄監視員」 

交通安全 ２件 「交通安全指導員」「交通安全対策協議会」 

教育 ３件 「公民館長」「スポーツ推進委員協議会」など 

その他 ９件  
  ※各部局から報告のあった件数であり、すべての役が網羅できているわけではありません。 

※市の外郭団体、市が事務局を担っている団体からの依頼も含みます。 

 

また、地域とつながりの強い組織や役割を依頼していると思われる、防災（危機管理課）、

人権（人権推進課）、福祉（地域福祉課・中央保健センター）、環境（廃棄物対策課）の４項目

について、後日担当部署にヒアリングを実施した結果、以下のような意見がありました。 
 
【主な意見】 

・組織の中でもあり方の検討が必要との議論がある 

・役のなり手不足や選出に困っている地域がある 

・法律で設置が必要とされている役もある 

・役ではなく、地域にその機能があればよいと思う 

 

３ 今後の検討の進め方                                 

この度の調査結果を踏まえ、令和２年度に、地域と市

との役割分担や地域への依頼内容について話し合う庁内

会議を開催し、検討を進めるとともに、地域の現状を改

めて把握するため、役員等の選出母体である自治連合会

との意見交換を行っていきます。 
 
【対策の可能性】 

・同種同類の役を整理する、目的の達成された役を廃止する 

・地域組織（まちづくり協議会等）が機能として役を受け持つ 

・複数の地域（町内会）が協力して役を選出する 

 庁内会議のイメージ（案） 

市民生活部長、行財政改革課長、職員

課長、地域振興課長、生涯学習・スポ

ーツ課長、危機管理課長、地域福祉課

長、各総合支所副支所長 など 

事務局（協働推進課） 

参考：協働のまちづくりプロジェクトチーム 

市民生活部長、行財政改革課長、職員課長、
地域振興課長、生涯学習・スポーツ課長、
国府町地域振興課長、用瀬町地域振興課長、

佐治町地域振興課長、事務局（協働推進課） 

参考資料５ ※令和２年２月５日開催の第２回協働のまちづくり推進本部会議資料より 
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【令和元年12月時点】

依頼元 団体名(②、③のみ) 任期 就任時期 人数 範囲

1
地区人権啓発推進協議会役
員

同和問題をはじめとするさまざまな人権課題の
解決をめざし、人権を尊重した差別のない明る
いまちづくりを推進することを目的とする

②市が事務局を
担っている団体

鳥取市地区人権啓
発推進協議会連合
会

人権推進課
各地区人権啓発推進協議会規
約

- - - /地区

・役員の任期、就任時期等は各地区
が決めている。
・本会事務局は、現在公民館が持っ
ている地区が多い

2
地区人権啓発推進協議会人
権啓発推進員

同和問題をはじめとするさまざまな人権課題の
解決をめざし、人権を尊重した差別のない明る
いまちづくりを推進することを目的とする

②市が事務局を
担っている団体

鳥取市地区人権啓
発推進協議会連合
会

人権推進課
各地区人権啓発推進協議会規
約

２年 - ４人 /地区

3
鳥取市地区人権啓発推進協
議会連合会役員

この会は、各地区同推協等との連携を図り、同
和問題をはじめとするさまざまな人権課題の解
決をめざし、人権を尊重した差別のない明るい
まちづくりを推進することを目的とする

①市 人権推進課
鳥取市地区人権啓発推進協議
会連合会規約

１年 総会 １４人 /班 各地域ブロック代表から選出

4 人権擁護委員
地域住民を対象に人権尊重の理念の普及に取り
組む、人権問題の相談を受ける

①市 人権推進課 人権擁護委員法 ３年
1月

又は７月
２人

/中学
校区

・委員のなり手不足
（法務局とともに人権救済に取り組
むなどの活動があり適格者が限られ
る）

5 鳥取市自主防災会

地震その他の災害に備えて自主防災組織相互間
及び関係各機関との連絡を密にするとともに災
害発生時における自主防災組織の災害対応能力
の向上を図ることを目的とする。

①市 危機管理課 鳥取市自主防災会連合会規約 - - - /町内会
・自治連町内会長との重複が多く見
られる

6 鳥取市防災指導員
市民の防災意識の高揚、自主防災組織の育成な
ど地域防災力強化を図るため地区を単位として
防災指導員を設置する。

①市 危機管理課 鳥取市防災指導員設置要綱 ２年 ４月 １人 /地区

地域防災力向上の観点から全地区設
置を働きかけているが、特に新市域
で推薦が上がらずなり手不足、高齢
化

7 地域振興会議
本市の一体的な発展に資する対象区域の振興に
ついて、市長の諮問に応じ、審議、答申するた
め。

①市 地域振興課 鳥取市地域振興会議条例 ２年 ４月 １２人

町単位
（旧市
域の
み）

・地域により、委員が固定化してい
る
・若手の委員が少ない

8 まちづくり協議会
地域の身近な課題解決に向けて、地域が一体と
なって取り組むため

①市 協働推進課 なし - - - -
・地域から、公民館運営委員会、地
区自治会など、地域に似たような組
織があるとの意見がある。

環
境

9
鳥取市廃棄物不法投棄監視
員

地域の不法投棄防止のため ①市 廃棄物対策課
鳥取市廃棄物不法投棄監視員
設置要綱

２年 １月 ５人程度 /地区

10 民生委員・児童委員
担当する地域に暮らす住民の身近な相談相手と
して相談に応じ、必要な援助を行い、社会福祉
の増進に努める

①市 地域福祉課 民生委員法 ３年 １２月 /地区
・なり手不足
・行政も含め、安易な依頼が多く、
負担感が増している。

11 鳥取市民生委員協議会
市内民生委員及び単位民児協議会の連携、研究
協議、活動等の促進のため

①市 地域福祉課
鳥取市民生児童委員協議会規
約

- - - -

12 各地区民生児童委員協議会
担当区域民生委員の連携、研究協議、活動等の
促進のため

①市 地域福祉課 民生委員法ほか - - - /地区

13 各地区民生委員内申委員会
地域で推薦された民生委員・児童委員候補者を
審議し、市に推薦するため

①市 地域福祉課 なし - - - /地区

14
日本赤十字社鳥取県支部鳥
取地区分区

赤十字に関する諸条約及び赤十字国際会議にお
ｋて決議された諸原則の精神にのっとり、赤十
字の理想とする人道的任務を達成するため

②市が事務局を
担っている団体

日本赤十字社鳥取
県支部鳥取市地区

地域福祉課
日本赤十字社法
日本赤十字社鳥取県支部鳥取
市地区規則

なし - - /地区

15 健康づくり推進員
市民の健康づくりを推進するため、会員相互の
連携を図るとともに、研修を通じて健康で明る
い町づくりに寄与すること

②市が事務局を
担っている団体

鳥取市民健康づく
り地区推進員連絡
協議会

中央保健セン
ター

鳥取市民健康づくり地区推進
員連絡協議会規約

２年 ４月
１～３人
（基準有）

/町内会

・推進員のなり手不足・高齢化
・２年任期だが、町内によって１年
任期、活動の定着が困難な集落もあ
る。

16 鳥取市食育推進員会
生活習慣病予防に重点をおいた地域における食
育を積極的に推進していく。

②市が事務局を
担っている団体

鳥取市食育推進員
会

中央保健セン
ター

食育基本法 なし - 473 - ・推進員の高齢化および減少傾向

選
挙

17
鳥取市明るい選挙推進協議
会委員

鳥取市における選挙人の政治や選挙に関する意
識向上を図るため。

②市が事務局を
担っている団体

鳥取市明るい選挙
推進協議会

選挙管理委員会
事務局

鳥取市明るい選挙推進協議会
規約

２年 ４月 116人 - ・若手の委員が少ない。

18 鳥取市交通安全指導員
鳥取市における道路交通の安全保持及び安全運
動の推進を図るため

①市 協働推進課
鳥取市交通安全指導員設置規
則

２年 ４月
２～３人
（基準有）

/地区
・指導員のなり手不足・高齢化
（業務上、活動時間と通勤時間が重
なるため、なり手が限られる）

19
交通安全対策協議会鳥取地
区会支部長

鳥取市内における交通の円滑と安全に関する諸
問題について連絡協議し、その対策を推進する
ため

②市が事務局を
担っている団体

鳥取市交通安全対
策協議会鳥取地区
会

協働推進課
鳥取市交通安全対策協議会鳥
取地区会会則

なし - １人 /地区
・自治連地区会長との重複が多く見
られる

20
鳥取市スポーツ推進委員協
議会

スポーツの指導、スポーツ事業の運営支援等に
取り組み、普及促進を進めるため

①市
生涯学習・ス
ポーツ課

スポーツ基本法
鳥取市スポーツ推進委員に関
する規則

２年 ４月 ２～３人 /校区
・なり手不足
・委嘱するものの出席がない委員が
いる。

21
鳥取市少年愛護センター補
導員

街頭補導を行い、青少年の健全育成及び非行防
止を図るため

①市
民生児童委員協議
会

生涯学習・ス
ポーツ課

鳥取市少年愛護センター条例
施行規則

２年 ５月 ２人 /地区

22 公民館長
鳥取市における社会教育を振興し、住民の福祉
を図るため

①市 協働推進課 鳥取市公民館条例 ２年 ４月 １人 /地区
・なり手不足
・館長になることで地域の様々な役
員を担うことがある

23
「万葉のふるさと　こくふ
まつり」　実行委員会　会
長

「万葉のふるさと　こくふまつり」の企画、運
営

①市
国府町総合支所
地域振興課

- ４月 １人 /地区

24
「万葉ウォークラリー大
会」実行委員会　会長

「万葉ウォークラリー大会」の企画、運営 ①市
教育委員会国府
町分室

- ４月 １人 /地区

25
因幡万葉歴史館実行委員会
委員

因幡万葉歴史館関係事業（万葉集朗唱の会な
ど）の企画運営

③外郭団体 鳥取市文化財団 因幡万葉歴史館 １年 ４月 ４人 /地区

26
河原町子ども会育成連絡協
議会理事

少年の健全育成に寄与する
②市が事務局を
担っている団体

河原町子ども会育
成連絡協議会

教育委員会河原
町分室

河原町子ども会育成連絡協議
会規約

2年 ４月 １５人 （河原町内で１５人）

27
佐治ふるさと祭り実行委員
会

地域の産物や伝統文化を広くアピールする場と
し、生涯学習の推進を図り、地域の絆をより一
層深め協働のまちづくりを進めること

②市が事務局を
担っている団体

佐治ふるさと祭り
実行委員会

佐治町総合支所
地域振興課

佐治ふるさと祭り実行委員会
規約

１年 ４月 ２６人 /地区 特になし

28
青谷地域にぎわい創出実行
委員

青谷地域の賑わいを創出する事業を実施し、地
域の活性化に寄与する。

その他
青谷地域にぎわい
創出実行委員会

青谷町総合支所
地域振興課

なし １年 ４月 １人 /地区
自治連合会長の宛て職として依頼し
ている

健
康
・
食
育

交
通
安
全

支
　
所
　
独
　
自

依頼について課題に思っていること

人
　
権

防
　
災

地
　
域
　
福
　
祉

教
　
育

地
域
振
興

地域に依頼している組織・役員の調査結果一覧

組織名および役員名 目的
依頼

担当課 根拠法令等
任期について 人数
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社会の変化に対応した地区公民館のあり方について（ 提言）  

令和２ 年４ 月１７ 日

鳥取市社会教育委員会議・ 公民館運営審議会・ 生涯学習推進協議会

はじめに 

地区公民館は、地域における社会教育・ 生涯学習の拠点施設として、これまで

重要な役割を担ってきました。本市では、平成２０ 年に鳥取市自治基本条例が施

行され、地区公民館がコミ ュニティ 活動の拠点施設と位置づけられ「 生涯学習の

推進と地域への還元」 や「 参画と協働のまちづく り」 が進められています。

文部科学省の諮問機関である中央教育審議会が平成３ ０ 年１ ２ 月に示した答

申「 人口減少時代の新しい地域づく りに向けた社会教育の振興方策について」で

は、社会教育を基盤としたひとづく り・ つながりづく り・ 地域づく りの推進や、

社会教育施設に対して地域コミ ュニティ の維持と持続的な発展を推進するセン

ター的役割、 地域の防災拠点となることへの期待が示されました。

人口減少問題や少子高齢化、 高度情報化の急速な進展などの社会情勢の変化

を背景に、 地域における社会教育や地区公民館に求められる役割も変化し多様

化する中、本会議では公民館活動の意義の再確認を行うとともに、これからの活

動や地域における位置づけについて議論してきました。

（ １） 地区公民館の現状 

 各地域において各地区公民館が果たしている役割として以下の点が確認され

ました。

① 地域の人々 が「 つどい・ まなび・ つながる」 場として、館長及び公民館職

員が中心となり、 公民館主催の生涯学習事業（ 大人と子どものふれあい

事業、 特色ある公民館活動事業、 地域の仲間づく り事業、 人権啓発推進

事業など） を柱とした各種教室や行事の実施、 サークル活動の支援等を

行っている。

② 地域づく りの拠点施設として各種団体による利用のほか、 まちづく り協

議会の事務局としての役割を持ち、 地域によっては各種団体の事務局機

能も果たしている。

（ ２） 課題 

 このような現状を踏まえ、 課題として次のような点が挙げられました。

① ひとづく り

 従来から地域づく りに関わってきた地域人材の高齢化が進む一方で、公

参考資料６
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民館事業や地域行事への若い世代の参画が不足しており、地域人材の固定

化やこれからの地域づく りを支える担い手の不足が顕在化している。

② つながりづく り

 本市においては、地域の実態は様々 であるが、ライフスタイルの多様化

や核家族・ 共働き世帯の増加、都市部を中心とした自治会加入率の低下や

中山間地域における高齢化の進行などによって顕在化してきた地域課題

（ つながりの希薄化や担い手不足） に悩む地域があることは否定できな

い。このような状況が続けば、近い将来、幅広い世代が地域活動や学びを

通じたつながりを形成し、 地域社会を支えていく 基盤を維持することが

難しく なると予見される。

③ 地域づく り

 地域によっては、まちづく り協議会、自治会、町内会、各種団体および

公民館の役割分担が不明確なままそれぞれの事業が行われている実態が

みられる。その結果、地域における事業が重複し、公民館をはじめ各種団

体の多忙化につながっている。

また、市においては、社会教育と地域づく りに関する複数の部署の連携

が不十分なため、 公民館における会計事務等が煩雑になっている。

（ ３） 提言 

○ 社会の変化に対応した公民館のあり方 

すでに、我が国の人口は減少局面に入っており、誰も経験したことのない

社会の縮小が始まっています。これからは、地域住民がこれまでの経験や知

恵を活用し、それらや既成の「 常識」にとらわれることなく 、地域に住む様々

な人々 の存在と多様な考えを認めあい、長期的な視野に立って新たな地域像

を共に描いていく ことが求められています。そのために、既存の地域組織の

つながりを基盤としつつ、より幅広い地域住民の実情や思いが反映できる体

制づく りが急務となっています。  

公民館は全年齢（ 全世代） に開かれた教育施設であり、時に異年齢の集団

がともに学ぶ場を提供することができる機関です。公民館が培ってきた生涯

学習や社会教育の手法、特に、個々 人の学習要求をく み取りつつ（ ひとづく

り）、学習集団を形成して相互に高め合う場をつく り（ つながりづく り）、さ

らに学習の成果を発表・ 発信し、地域課題解決に活用する（ 地域づく り） と

いった取り組みのノウハウを、今後の地域づく りに活かしていく ことが求め

られています。  
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○ これからの鳥取市の地区公民館のあるべき姿

本市の地区公民館においては、６ １地区の個性や特色を活かし、個人の学

習要求を尊重しつつ、同じ関心を持つ集団や地域共通の課題にも配慮した事

業や講座の企画に、 これまで以上に注力する必要があります。

公民館が主体となってそのような事業を実施する際には、幅広い世代や多

様な背景を持つ住民が参加できる事業を意識することが望まれます。そうす

ることで、その中から将来地域を支える人材が育っていく ことが期待されま

す。

地域の組織や学校が主体となって行う事業については、住民自治のさらな

る促進のためにも、公民館（ 実務上は館長及び職員） はあく まで住民や集団

の学び・ 育ちの観点からそれらの事業を補完・ 支援するコーディ ネーター役

を担うべきです。

また、テーマが共通している事業や単独の地域では対応できない課題につ

いては複数の公民館が連携・ 協働して事業を実施するなどの工夫も必要です。

なお、公民館活動は非営利であることが求められているが、それは完全な

無償ではなく 、地域活動として一定の収益を上げることやボランティ アなど

の協力者に一定の報酬が支払われることが妨げられるものではないことも

考慮すべきです。

以上を踏まえると、例えば、地域で以下のような事業に取り組み、その際

に公民館（ 館長及び職員） がコーディ ネーターとしての役割を担うといった

形が考えられます。

【 防災】

地域の防災力向上のため、既存の料理教室に災害時の食事提供を想定し

た内容を組み込む。

【 教育】

PTA や子供会育成会等が協力し、学校支援ボランティ アのためのサロン

やボランティ ア人材育成のための研修・ 講座などに取り組む。  

【 地域福祉】

高齢者のつながりづく りのために、地域住民が集まって会話や食事を楽

しむサロンを開催する。

【 産業振興】

地域住民による特産品や特産物作りを行う。その収益により地域振興を

図る。

【 管理運営】

地域組織や学校等の行事を網羅したコミ ュニティ カレンダーの作成を

通じて事業の棚卸や地域全体の事業の見える化を図る。
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〇 市の関わりや支援について

上述のように、地区公民館は、地域住民の学びの拠点であるとともに、地

域の諸活動を支える高度なコーディ ネーター機能が求められています。その

ような機能を十分に果たすためには、公民館職員の待遇を改善し、優秀な人

材を安定的に確保したうえで、社会教育主事講習などの研修への参加機会の

充実を図る必要があります。  

さらに、防災、学校教育、地域福祉、産業振興などの専門的な知識を必要

とする場合は別途アド バイザーを派遣するといった仕組みも検討すべきで

す。  

また、財政的な支援については、現在試行的に実施されている一括交付金

の制度を検証し、地域における各種取組みがさらに促進されるよう工夫する

必要があります。  

そして、以上のような、人材や財源の確保方法を含む公民館の運営体制の

あり方については、地域ごとに選択可能な制度となるよう慎重に検討を行う

べきです。  

なお、 所管課による公民館に対する諸施策の検討に加え、 関係部局が情

報共有や連携・ 協力できる体制を整え、 より効果的な事業の再編などを進

めることも必要です。 その際、 職員一人一人が社会を取り巻く 環境やそれ

に伴う地区公民館の役割の変化を踏まえ、 今日的な社会教育を理解して業

務に取り組むことが求められます。  

以上が、 私たちが考える「 社会の変化に対応した地区公民館のあり方」

とそれに向けた提言です。 これらの提言を踏まえ、 各地区公民館が時代に

応じた役割を十分に果たすことができるよう、 適切な施策が講じられるこ

とを望みます。  
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令和２年度参画と協働のまちづくりフォーラム事業報告 

 

（１）目的 

    鳥取市が平成 20 年度を「協働のまちづくり元年」とし、市民との協働によるまち

づくりの取組みを進め始めてから 10 年以上が経過した。この間、全 61地区にまちづ

くり協議会が設立されるなど一定の成果が得られた一方、急速な人口減少や地域課題

の多様化などにより地域をとりまく環境は変化しており、地域によっては人材や資金

の不足など組織や活動の維持継続に不安を抱えておられる状況にある。 

 そうした中、地域の課題に柔軟に対応していくため、その地域に合った新たな取組

みが展開され始めている。この行政番組では、地域で実際に新しい取り組みに挑戦し

ている方や、地域コミュニティ活動に詳しい有識者にお話をお聞きしている。この放

送により、各地域において“これからの地域のあり方”を考える契機とすることを目

的とする。 

 

※鳥取市では２年に１度「参画と協働のまちづくりフォーラム」を開催しており、令

和２年度がその開催の年となっていたが、新型コロナウイルス感染症の影響を考慮

し、当年度は行政番組を撮影して放送することとした。 

 

（２）放送 

   ①放送日程：令和２年９月７日（月）～９月１０日（木）、９月１２日（土）  

１４：００～（約２時間） 

②放送局 ：いなばぴょんぴょんネット（第１放送 １２１ｃｈ） 

③その他 ：鳥取市インターネット放送局でも視聴可 

      放送を収録したＤＶＤの貸出を実施 

 

（３）内容 

   ①パネルディスカッション 

    パネリスト：市民自治推進委員会委員長  中川 玄洋 氏 

          社会教育委員会議会長    竹内 潔  氏 

          城北まちづくり協議会会長  鈴木 伝男 氏 

          佐治町まちづくり協議会会長 小谷 繁喜 氏 

    内   容：「市民と行政との協働のまちづくり」やまちづくり協議会など地域組

織の今後のあり方、コミュニティ活動や生涯学習の拠点である地区公

民館の役割などについて意見を交わしていただいた。 

          また、パネルディスカッションでは、新たな地域組織づくりに取り組

んでいる賀露地区の取り組みと、市が試行的な導入を始めている新た

な交付金制度を活用している明治地区の取り組みを紹介している。 

   ②講演 

   講   師：とっとり県民活動活性化センター 企画員 椿 善裕 氏 

   演   題：鳥取市参画と協働のまちづくり～住民主体の持続可能なまちづくりに

向けて～ 

参考資料７ 
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市民まちづくり提案事業助成金交付事業について 

交付目的 

 本助成金は、地域の課題解決やまちの活性化のために、市民等からの視点による自由

な発想に基づき提案された「まちづくり事業」を実施することにより、市民活動が活

性化し、市民と行政の協働のまちづくりを推進することを目的として交付する。 

（鳥取市市民まちづくり提案事業助成金交付要綱） 

助成対象事業 

１ 助成の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、第５条に規定する者が

自ら企画、運営し実施する本市のまちづくり活動に関する事業であって、市長が事業

の内容、時期、経費等が適当と認めたものとし、次の各号のいずれかに該当するもの

とする。 

（１）創造的な市民活動事業 設立後３年未満の市民活動団体が実施する事業 

（２）公益的な自主事業 設立後１年以上が経過した市民活動団体が実施する事業 

（３）行政提案型事業 市が示す行政課題のため市民活動団体等が企画立案する事業で

あって、市との協働により行政課題の効果的な解決が期待できるもの 

２ 前項の規定にかかわらず、助成対象事業実施にあたり、国又は地方公共団体から、

この要綱による助成金以外の助成金の交付を受ける場合は、助成対象事業の対象とし

ないものとする。 

助成金交付 

対象者 

 

１ 本助成金の交付対象となる者は、助成対象事業の区分に応じそれぞれ別表で定める

者とする。 

 （別表より）市民活動促進部門 市民活動拠点アクティブとっとりに登録する市民活

動団体 

       協働事業部門 市民活動団体等の各種団体 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は、本助成金の交付

対象となる者としないものとする。 

（１）宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を強化育成することを目的とする

者 

（２）政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする者 

（３）特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規定する公職を

いう。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある者又は

政党を推薦し、支持し、若しくはこれらに反対することを目的とする者 

（４）助成対象事業を実施する者が、申請年度において、既にこの要綱による本助成金

の交付を受けているとき。 

（５）前条第１項第１号に該当する事業を実施する市民活動団体が、既に当該事業につ

いて本助成金の交付を受けているとき。 

（６）前条第１項第２号に該当する事業を実施する市民活動団体が、当該事業において

本助成金の交付を通算して３回受けているとき。 

助成金の 

算定等 

【市民活動促進部門】 

・創造的な市民活動事業  補助率 １０分の１０ 限度額 １０万円 

・公益的な自主事業    補助率 ５分の４ 限度額 ２０万円 

【【協働事業（行政提案型）部門）】 

補助率 １０分の１０ 限度額 ４０万円 

対象経費 報償費、旅費、需用費、役務費、使用料及び賃借料 
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令和元年度【市民活動促進部門】助成事業実績 

 （単位：円） 

№ コース 団体名 事業名 事業概要 事業費 交付決定額 

1 

公益的

な自主

事業 

キラキラ

☆楽団 

キラキラ☆

楽団第２０

回記念演奏

会 

楽団創設から２０回目という節目のコンサ

ートで演奏を楽しむだけでなく来場者も一

緒に参加する企画を行い、会場全体で楽し

むことができる形の演奏会を目指す。 

445,736 200,000 

2 

東中学校

区心豊か

な子ども

を育てる

会 

みんなでつ

くる安心・

安全な地域

づくり事業 

鳥取市立東中学校と協働し、小中学生から

大人まで幅広い世代の地域における防災力

の向上を図る。 

●防災を学ぼう（小学校区単位） 

●防災教室講演会 

●防災発表会（小学校区単位） 

169,208 118,000 

3 

多言語国

際交流サ

ポートＴ

ＩＡ 

ＴＩＡ設立

１５周年記

念講演会＆

ふれあいＴ

ａｌｋイベ

ント 

元鳥取大学教授キップケイツ氏による講

演、市内在住の外国の方とのテーブルトー

クなど 

292,541 200,000 

4 

湖山池応

援団 

親子で楽し

むシジミ取

り体験 

親子を対象に湖山池湖岸の浅瀬でシジミ狩

り体験を行う。（採れたシジミは持ち帰

り）会場では試食、シジミの調理方法の紹

介も実施する。 

審査後、申請取り下げ 

 

 

 

令和２年度【市民活動促進部門】助成事業実績 

 （単位：円） 

 

№ コース 団体名 事業名 事業概要 事業費 交付決定額 

1 

創造的

な市民

活動事

業 

歯っぴぃほ

っとスマイ

ル 

SNS（動画

ライブ配

信）を活用

し、歯みが

きの仕方や

おやつの与

え方などを

伝えるお口

の健康推進

事業 

ＳＮＳを利用して子育て世代の親子に

虫歯の成り立ちや歯磨きの大切さ、お

やつの与え方などを伝える講話（エプ

ロンえほん・お口は命の入口）を動画

配信する。 

また、わらべ歌遊びに関するオンライ

ンイベントを開催する。 

104,392 100,000 
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令和元年度【協働事業（行政提案型事業）部門】助成事業実績 

（単位：円） 

 

 

 

令和２年度【協働事業（行政提案型事業）部門】助成事業実績 

（単位：円） 

№ 団体名 テーマ 事業名 事業概要 事業費 
交付決

定額 

1 

浜湯山・多

鯰ヶ池活性

化委員会 

地域主体

のボトム

アップで

つながる

山陰海岸

ジオパー

ク事業 

福部町江戸時

代の農業体験

とＧＥ０寸劇

発表 

福部町未来学園の生徒たちに江戸時

代の農業体験をしてもらう。 

・川戸に足踏み式揚水車を設置し、

足で水車を回して水田に水を汲み上

げる。 

・水路網に川船を浮かべ、竿をさし

ての水運運搬 

・江戸時代の干拓事業に関する寸劇 

472,200 400,000 

2 

アートによ

る共生のま

ちづくり協

議会 

福祉と文

化芸術の

連携によ

る中心市

街地の再

生 

フクシ×アー

トＷＥＥＫア

ーケードフラ

ッグ展 

中心市街地商店街の各店舗のアーケ

ード軒先や開店予定のない空き店舗

のシャッターに障がい者アート作品

を掲出する。 

400,000 400,000 

 

№ 団体名 テーマ 事業名 事業概要 事業費 
交付決

定額 

1 

浜湯山・多

鯰ヶ池活性

化委員会 

地域主体

のボトム

アップで

つながる

山陰海岸

ジオパー

ク事業 

福部まちわが

町自慢発掘プ

ロジェクト 

福部未来学園の生徒に大人がついて

福部町の「歴史」「文化」「産業」

「観光」の４テーマに分かれ調査を

し、文化祭で発表する。また、委員

会で調査内容を「歴史読本」にまと

める。 

467,724 400,000 

2 

鳥取スケー

トボード場

利用者協議

会 

スケート

ボードを

通じた社

会教育環

境の構築

につなが

る事業 

スケートボー

ド出前教室 

バードスタジアム、かにっこ館、道

の駅気楽里等の各出張所の来場者を

対象に初心者向けのスケートボード

場体験を実施し、乗り方やバランス

のとり方等を教える。また、マナー

アップの広報を行う。 

395,970 395,000 
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鳥取市市民活動表彰制度について 

目 的 

 本表彰は、鳥取市市民活動の推進に関する条例（平成１５年鳥取市条例第２号。

以下「条例」という。）第６条第６号に基づき、市民活動の推進に顕著な功績の

あった者を表彰し、広く市民に顕彰することにより、市民活動の社会的意義や重

要性の認識を高め、もって市民活動をより一層推進することを目的とする。 

表彰対象 
 本表彰は、市民活動の推進に顕著な功績のあった市民及び市民活動団体、事業者

に対して行う。 

選 定 
 市長は、被表彰者を決定する際は、鳥取市自治基本条例（平成２０年鳥取市条例

第２５号。）第２８条に定める市民自治推進委員会の意見を聴くものとする。 

                             「鳥取市市民活動表彰要綱」抜粋 

 

令和元年度 鳥取市市民活動表彰被表彰者 

№ 
活動者・活動

団体 
活動内容 

1 鍛冶谷 剛 

【子どもの健全育成を図る活動】 

若葉台地区公民館の事業やまちづくり協議会の事業を中心として主

に親子を対象とした木工作品のものづくり体験活動を行っている。文

化祭等のイベントでは自身の作品の提供を行い、子どもたちが自由に

色付けをする等若葉台地区の子どもたちの健全育成に多大な貢献をさ

れている。 

2 

多言語国際交

流サポートＴ

ＩＡ 

【国際協力を図る活動】 

市内在住の外国人への翻訳・通訳・生活支援等のサポート、市報の中

から関係する記事を抜粋した日本語・英語・中国語のダイジェスト版

の自主製作・配布、市民との交流を深める異文化交流国際イベント等

の開催など、広く市内在住の外国人へのサポートを行っている。 

 

令和２年度 鳥取市市民活動表彰被表彰者 

№ 
活動者・活動

団体 
活動内容 

1 

ガールスカウ

ト鳥取県第１

団 

【保健・医療・福祉又は健康の増進を図る活動】 

平成７年から福祉施設への交流、奉仕活動を継続して行い、施設の入

所者・職員に喜ばれている。また、この経験を活かして平成２８年から

は子ども食堂のボランティアにも関わる等新たな活動を始めているほ

か、砂丘一斉清掃や男女参画ハーモニーフェスタへの参加、地域での

防災研修会の開催等の活動にも取り組んでいる。 

 

参考資料９ 
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鳥取市市民自治推進委員会について 

鳥取市市民自治推進委員会委員名簿、開催実績 

（１）委員長・副委員長 

委員長   中川 玄洋 

副委員長 下澤 理如 ⇒ 鈴木 伝男（令和２年度第２回委員会から変更） 

 

（２）委員名簿 （任期：平成３１年４月～令和３年３月） 

区分 氏名 備考 

学識経験のある者 

（2人） 

倉持 裕彌 公立鳥取環境大学経営学部准教授 

上田 雅稔 弁護士 

民間団体に属する

者 

（5人） 

下澤 理如 鳥取市自治連合会副会長（
平成３１年４月

～令和２年５月） 

※令和２年６月からアドバイザーとして小委員会に出席 

中村 克彦 鳥取市自治連合会副会長（
令和２年６月～

令和３年３月） 

佐々木ちゑ子 鳥取市連合婦人会会長 

椿  善裕 （公財）とっとり県民活動活性化センター 企画員 

中川 玄洋 （特非）学生人材バンク 代表理事 

宮崎 和義 （社福）鳥取市社会福祉協議会 地域福祉課地域福祉係長 

公募による者 

（3人） 

西上 洋治 鳥取市少年愛護センター運営委員、佐治町古市実行組合長 

清水 はるみ 「安全食品を守る会」代表 山王団地自治会長 

鈴木 伝男 城北まちづくり協議会会長 

※氏名欄に下線のある委員は、小委員会にも出席した委員 

 

（３）開催実績 

①本委員会 

年度 回 開催日 主な協議内容 

令和元年度 

（6回開催） 
第 1回 平成 31 年 4 月 24 日 

委嘱状の交付、委員長及び副委員長の選出、今年

度の活動計画 

市民まちづくり提案事業（市民活動促進部門）審

査会委員の選出について 

第 2回 令和 元年 7 月 25 日 

市民まちづくり提案事業（協働事業部門（行政提

案型事業））交付申請団体の審査 

地域組織のあり方検討について 

第 3回 令和 元年10月 23日 

市民活動表彰者の選考について 

自治基本条例の見直しについて 

地域組織のあり方検討について 

参画と協働のまちづくりフォーラムについて 

第 4回 
令和 元年11月 19日 新見市視察 

令和 元年11月 26日 朝来市視察 

第 5回 令和 2 年 2 月 14 日 

地域組織のあり方検討について 

自治基本条例の見直しについて 

参画と協働のまちづくりフォーラムについて 

参考資料１０ 
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第 6 回 令和 2 年 3 月 10 日 
自治基本条例の見直しについて 

参画と協働のまちづくりフォーラムについて 

 

年度 回 開催日 主な協議内容 

令和 2 年度 

（3回開催） 
 

令和 2 年 4 月 30 日 
自治基本条例見直しの諮問 

※中川委員長、下澤副委員長出席 

第 1回 令和 2 年 5 月 27 日 

地域組織のあり方検討について 

市民まちづくり提案事業（市民活動促進部門）審

査会委員の選出について 

令和２年度活動計画（案）について 

参画と協働のまちづくりフォーラムの代替事業

について 

自治基本条例の見直しについて 

第 2回 令和 2 年 8 月 4 日 

市民まちづくり提案事業協働事業部門（行政提案

型事業）交付申請団体の審査について 

自治基本条例の見直しについて 

 令和 2 年 8 月 19 日 
自治基本条例見直しの答申 

※中川委員長、下澤アドバイザー出席 

第 3回 令和 2 年 12 月 16 日 
市民活動表彰者の選考について 

市民自治推進委員会意見書について 

 令和 2 年 2 月 17 日 市民自治推進委員会意見書の提出 

※上記委員会のほか、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止の観点からメール等

でも意見集約を図った。 

 

②小委員会 

年度 回 開催日 主な協議内容 

令和元年度 

（1回開催） 第 1回 令和 2 年 3 月 10 日 
自治基本条例の見直しについて 

参画と協働のまちづくりフォーラムについて 

 

年度 回 開催日 主な協議内容 

令和２年度 

（3回開催） 第 1回 令和 2 年 4 月 30 日 
令和２年度活動計画（案）について 

自治基本条例の見直しについて 

第 2回 令和 2 年 6 月 29 日 自治基本条例の見直しについて 

第 3回 令和 2 年 11 月 11 日 
自治基本条例の改正について 

市民自治推進委員会意見書について 

※「小委員会」について 

 小委員会とは、本委員会の半数の委員で構成された、検討部会にあたる組織である。 

 自治基本条例の見直しや市民自治推進委員会の意見書など、幅広い内容をとりまと

める必要のある議題については、まず小委員会にてたたき台を作成してから本委員会

で審議を行った。 


